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令和３年11月閉会中 文教公安常任委員会の主な質問等 

 

令和３年11月５日 

発 言 者 発    言    要    旨 

【請願 32 号の審査】 

相田副委員長 少人数学級に向けた国の財政措置の動きや他県の状況の調査研究が必

要であるため、継続審査にすべきと考える。 

⇒全員異議なく継続審査とすることに決定 

 

森谷委員 １人１台端末の配備状況など近年のＩＣＴ教育環境の状況はどうか。 

義務教育課長 昨年度末までにほぼ全ての小中学校で１人１台端末の配備及び校内の

無線ＬＡＮ環境の整備が完了している。 

 

森谷委員 タブレット端末等を教員が使いこなすための研修等は実施しているの

か。また、タブレット端末等の利用頻度はどうか。 

 

義務教育課長 県教育委員会では、昨年度から県内４地域の小中学校１校ずつの計８校

をＩＣＴ教育推進拠点校として指定し、ＩＣＴの効果的な活用に向けた実

証研究を実施しており、授業研究会や講習会の開催、リーフレットの発行

などにより指定校における成果や実践事例の情報共有を図っている。 

加えて、県教育センターにてＩＣＴを活用した授業づくりの講座の開

設、各学校への出前講座等の実施及びＩＣＴの活用に係る実践動画の紹介

などを行っている。 

利用頻度については、毎日、全ての教科ではないが、それぞれの教科ご

とに効果的なタイミングで活用している状況にある。 

 

森谷委員  小規模校ほどＩＣＴの活用は有意義であると感じているが、タブレット

端末等を活用した今後の展開はどうか。 

 

義務教育課長 小規模校も含めこれまでは学校内で完結する学習がほとんどであった

が、１人１台端末によって、他県の学校等とも連携した授業を行うことが

できるようになった。このような事例を収集し、県内へ周知していきたい。 

また、反転授業として、あらかじめ授業内容を教員が動画で撮影し、そ

れを子どもたちの端末に配信し、家庭で予習する事例等が文部科学省のホ

ームページに掲載されているため、このような事例を示しながら各学校で

何ができるか検討していきたい。 

 

森谷委員 天童市では中学校教員が小学校で英語の授業を行うなど、小中学校が連

携した取組みが行われているが、他市町村でも同様の取組みが行われてい

るのか。 

 

義務教育課長 他市町村でも同様の取組みを行っている。文部科学省では令和４年度か

ら小学校における教科担任制を充実していく方向にあることから、県教育

委員会としては、中学校教員による小学校での授業実践など、小中学校の

連携した取組みに対する支援について検討していきたい。 

 

森谷委員 県内で発生した声かけ事案の発生状況はどうか。 
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発 言 者 発    言    要    旨 

人身安全少年課

長 

子どもに対する声かけ事案の認知件数としては、令和２年は 231 件、３

年９月末現在は 172 件で前年同期比同数である。 

 

森谷委員 こども 110 番連絡所の設置状況はどうか。 

 

参事官（兼）生

活安全企画課長 

こども 110 番連絡所は、平成９年に子どもの緊急避難場所として、通学

路近くで日中に人が在宅している民家や商店、事業所等の協力を得て設置

されたものであり、令和３年３月末現在、11,991 か所である。 

 

森谷委員 こども 110 番連絡所として設置するにあたり、設置に係る要件はあるの

か。また、設置先に対して研修等を行っているのか。 

 

参事官（兼）生

活安全企画課長 

通学路周辺で日中在宅していることという条件はあるが、その他の要件

はない。研修の実施状況としては、設置協力者からの依頼による講習会や

小学校、ＰＴＡ及び警察署等が連携した研修会を実施している。 

また、設置協力者には、こども 110 番連絡所の役割や対応要領等を記載

したマニュアルを交付している。 

 

森谷委員 こども 110 番連絡所に助けを求めてきた事例はどうか。 

 

参事官（兼）生

活安全企画課長 

令和３年８月に、米沢警察署管内で小学１年生の男子児童が道に迷い、

近くにあるこども 110 番連絡所に自ら助けを求め、連絡所から最寄りの交

番に通報し無事に家族に引き渡した事例がある。また、平成 24 年９月に

は、上山警察署管内で小学２年生の男子児童５名が下校途中に不審者に追

いかけられたことから、近くのこども 110 番連絡所に駆け込み、連絡所か

ら 110 番通報したことによって、警察で不審者を特定した事例がある。 

 

小野委員 自ら考えずにすぐにスマートフォンで答えを検索してしまうなどＩＣ

Ｔ機器による学習の問題が全国的に議論されているが、デジタル教科書の

導入についてどのように考えているのか。 

 

義務教育課長 今年度、文部科学省が実証研究を実施しており、県内の約半数の小中学

校にデジタル教科書が導入されている。現在、研究成果をとりまとめてい

るところであり、来年度には対象を更に拡大する動きがある。 

県としては、国の実証研究の結果を踏まえ、今後の方向性について検討

していきたい。 

 

小野委員 文字・活字文化振興法に地方自治体の責務に関する規定があるが、文

字・活字文化の振興に向けた取組状況はどうか。 

 

義務教育課長 読書は子どもたちの資質・能力を育む上でも非常に大切なことと捉えて

おり、各学校で図書館の充実に努めている。また、朝の活動として読書の

時間を設けるなど読書に親しむ活動を行っている。 

 

小野委員 同法に規定されている、民間団体との連携の強化に向けた取組状況はど

うか。 

 

義務教育課長 多くの小学校で読み聞かせボランティアを取り入れており、具体例とし 
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 て、寒河江市では読み聞かせボランティアが週 1 回程度、各学校で子ども

たちへの読み聞かせを行っている。 

 

小野委員 10 月 27 日から読書週間が始まるが、読書週間が始まることをどのよう

に周知しているのか。 

 

生涯教育・学習

振興課長 

県立図書館では、オータムフェスタとして、県立図書館の本を中心とし

た様々なイベントを開催しており、これと併せて読書週間についても周知

している。なお、各市町村立図書館でも、読書週間を契機とした何かしら

の活動を実施していると思われる。 

 

小野委員 デジタル化と並行して活字文化の振興も進めてほしい。 

 

小野委員 先日の明け方、寒河江市内で高齢者の交通事故が発生したが、日の出前

の時間帯における交通事故の発生状況はどうか。 

 

参事官（兼）交

通企画課長 

日の出前１時間の人身交通事故の発生状況としては、平成 28 年から令

和２年の過去５年間で 178 件発生している。なお、日の出前の発生件数は

全体の１％以下である。また、178 件のうち死亡事故は６件であり、うち

５件が人と車が衝突したもので、亡くなった方はいずれも高齢者である。 

 

小野委員 早朝の時間帯における交通事故防止対策はどうか。 

 

参事官（兼）交

通企画課長 

早朝の時間帯におけるパトカーの赤色灯を点灯させて走行するレッド

走行や歩行者への夜光反射材の着用の呼びかけを行っている。日の出が遅

くなる 10 月以降に事故の発生が多くなることから、高齢者を対象とした

交通安全教室の開催や警察官による巡回連絡を通じて、夜光反射材の着用

啓発に努めている。 

また、運転者側に対しては、この時間帯の走行の７割が通勤又は業務中

であるため、運輸関係団体等の企業に対する呼びかけも併せて実施してい

きたい。 

 

吉村委員 京王線の電車内における事件が発生したが、本県の鉄道警察隊の体制及

び活動内容はどうか。 

 

理事官（兼）地

域課長 

鉄道警察隊は昭和 62 年に発足し、令和３年４月１日現在、山形方面隊

及び酒田方面隊の２隊が編成されている。任務内容としては、鉄道施設に

おける犯罪の予防検挙、事故の防止等であり、具体的には、駅舎ホーム等

の鉄道施設や沿線の警戒、電車に乗り込んで警戒に当たる列車警乗、踏切

事故防止活動などである。 

 

吉村委員  鉄道警察隊が取り扱った近年の事件事故の発生状況はどうか。 

 

理事官（兼）地

域課長 

令和３年は、10 月末現在で、刑法犯発生件数が 12 件、特別法犯発生件

数が３件、事故発生件数が８件である。２年は、刑法犯発生件数が１件、

特別法犯発生件数が０件、事故発生件数が３件である。 

具体的には、３年１月１日、高畠町内の踏切における山形新幹線と普通

乗用車が衝突した事案などである。 
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吉村委員 110 番通報受理時のレスポンスタイムの状況はどうか。 

 

理事官（兼）地

域課長 

110 番通報を受理した後、警察署やパトカーに指令した時刻を起点とし、

警察官が現場に到着した時刻を終点とした所要時間をレスポンスタイム

とすると、令和２年の平均時間は９分４秒、３年 10 月末現在での平均時

間は９分３秒である。 

 

吉村委員 レスポンスタイムの短縮に向けた取組みはどうか。 

 

理事官（兼）地

域課長 

オンラインによる通信指令システム上で、受理時の手書き画面をそのま

ま送信できる仕組みなどを取り入れながら迅速な指令に努めている。ま

た、自動車動態管理システムにより、パトカーの位置をリアルタイムに把

握し、より現場に近いパトカーを現場に向かわせている。この他にも、迅

速な受理や指令技能の向上を図るための各種教養訓練を実施しているほ

か、有事の際の体制の確保等を実施している。 

 

吉村委員 外国人からの 110 番通報の状況はどうか。 

 

理事官（兼）地

域課長 

令和２年における外国人からの 110 番通報の受理件数は 107 件、うち６

件が日本語を介しない通報であった。３年10月末現在の受理件数は80件、

うち１件が日本語を介しない通報であった。 

 

吉村委員 日本語を介さない通報への対応状況はどうか。 

 

理事官（兼）地

域課長 

日本語を介さない通報への対応としては、英語、中国語、タガログ語、

韓国語及びロシア語の５か国語による通話マニュアルを通信指令課に備

え付けており、このマニュアルに則り、会話できる言語を確認したのち通

訳ができる警察官につないで対応している。 

マニュアルにある言語以外の場合には、英語を基本として、通報を受理

した警察官、通報者、通訳のできる警察官の三者をつないだ三者通話によ

り対応している。 

 

吉村委員 令和２年度の医学部又は難関大学の合格割合が目標値を上回る 5.6％と

いう実績であったが、難関大学等の受験対策に向けた取組みはどうか。 

 

高校教育課長 難関大学等を受験する生徒が多い高校ごとに、指導方法も含めた情報を

蓄積、分析するとともに、関係する高校の進路指導担当で組織する進学指

導連絡協議会を通して、各高校における上位層の指導方法等を互いに共有

し、入試の変化に対応している。県教育委員会では、この協議会における

指導や助言を通して各学校への支援を行っている。 

また、医学部志望の生徒同士が切磋琢磨する場として、医療に関する課

題研究等に取り組む「医進塾」や各教科における探究型学習の指導モデル

や評価方法の開発を行う探究型学習推進事業についても継続して実施し

ていきたい。 

 

吉村委員  「医進塾」の取組状況はどうか。 

 

高校教育課長 令和３年度の状況としては、県内の高校２年生約 70 名の参加があり、 
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 年４回の活動計画中３回が終わったところである。具体的には、実際に医

療現場で活躍する医師の話を聴いたり、小グループに分かれて医療問題等

をテーマに現状と課題等を議論するプレゼンテーション等を実施した。 

 

吉村委員 新型コロナの感染拡大が落ち着いている状況にあるが、部活動及び修学

旅行に対する活動制限の状況はどうか。 

 

スポーツ保健課

長 

部活動については、令和３年９月末までは自校の活動に限るといった制

限を行っていたが、10 月１日以降は、感染防止対策を徹底しながら、県内

の他校との交流を可能としている。県外との交流については、感染防止対

策の徹底はもとより、交流を行う必要性を慎重に検討したうえで実施する

よう依頼している。 

 

義務教育課長 小中学校の修学旅行については、９月末までは県外への往来は控えるよ

う各市町村教育委員会に要請していたが、10 月１日以降は、感染が多い地

域への往来は避けるようにとしているほかは、県外への往来について制限

を設けていない。 

 

高校教育課長 県立高校の修学旅行については、令和３年度の当初計画での行き先は、

海外 10 件、国内 37 件で、関西が多かった。実施時期は主に 11 月で、行

き先の最終的な決定は８月末から９月にかけて行われたため、38 件が期間

を変更し、うち５件が来年度に変更している。なお、県外への往来に係る

取扱いは小中学校と同様である。 

 

金澤委員 10 月８日の議会運営委員会にて、教育庁の職員の飲酒運転の報告があっ

たが、この事案の経過はどうか。 

 

教育政策課長 事案の経過として、事故者は教育庁スポーツ保健課の課長補佐級の職員

であり、令和３年８月 17 日に、この事故者が自宅で飲酒後、物損事故を

起こし、警察から任意の取調べを受け、10 月７日に県公安委員会から免許

取消しの行政処分を受けたことから、翌日８日に教育委員会として事案を

公表した。その後、所要の手続きを経て、10 月 14 日付けで懲戒免職とし

た。県教育委員会としては、事故が発生した翌日の８月 18 日には事案を

把握していたが、逮捕事案ではないため県警察からの公表は行われず、ま

た、事故者の事故当時の記憶が曖昧であり、事実確認を慎重に進める必要

があったことから、10 月７日の公安委員会による行政処分を受け、公表し

たところである。 

 

金澤委員 再発防止策をどのように考えているのか。 

 

教育政策課長 これまでも飲酒運転撲滅に向けて様々な取組みを行ってきたが、今回の

事案を受け、教育庁内で課長会議を開き、対応を検討したところである。 

具体的な対応としては、各所属の担当ごとの小グループで、今回の事案を

自分事として捉え、何に取り組むべきかを話し合うミーティングを実施し

た。また、各学校に対しても飲酒運転撲滅に向けた通知を発出している。 

 

金澤委員 再発防止の徹底に努めてもらいたい。 
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金澤委員 今年度から実施している少年非行・被害防止プロジェクト事業の事業目

的及び取組内容はどうか。 

 

人身安全少年課

長 

少年非行・被害防止プロジェクト事業は令和３年４月から開始し、山形

市立蔵王第一中学校と米沢市立第五中学校の２校をモデル校として、少年

の非行・被害防止対策を図る活動を推進している。具体的には、事業を推

進するためのプロジェクトチームを構成し、指定中学校の教職員、生徒、

大学生ボランティア等のほか、警察署員が事務局として加わり、ＳＮＳ利

用に起因する少年非行・被害防止、少年の規範意識の向上及び薬物乱用防

止対策及び児童生徒の参画による安全なネット利用等の啓発の３点に取

り組んでいる。 

 

金澤委員 生徒自身がこのプロジェクトチームに加わっているが、この事業の成果

はどうか。 

 

人身安全少年課

長 

中学生が小学校を訪問し、小学生にも分かりやすいように歌や寸劇で安

全なインターネット利用の啓発を行うなど、非行防止あるいは犯罪被害防

止対策を中学生自身が中心となって考え、同世代の児童生徒に情報発信す

る活動が広がりを見せている。 

 

金澤委員 この事業の今後の進め方をどのように考えているのか。 

 

人身安全少年課

長 

モデル中学校による取組みなどを検証しながら、より効果のある事業に

していきたい。 

 

 

 


